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昨今のわが国の経済は、景気の緩やかな回復が続く中、今後は賃

金上昇が物価上昇を上回っていくことが期待されています。しかし

ながら、地方財政においては、人口減少が進む中で自主財源の大幅

な増加は望みにくく、他方で扶助費や施設等維持管理費などの経常

的経費は増加の一途を辿っているなど、先行きの見通しは厳しいも

のがあります。 

このように厳しい中だからこそ、「東三河はひとつ」を合言葉に

８市町村が結集する、私たち東三河広域連合には、スケールメリッ

トの発揮や新たな価値創造に向けて、更なる取り組みが求められて

いると認識しています。こうした認識の下、財源の大半が構成市町

村からの負担金であることを十分に踏まえ、来年度も引き続き、東

三河の住民の皆様のため持続可能な地域づくりに力を尽くしてまい

ります。 

 

それでは、新年度予算の主な内容です。 

 

まず、共同処理事務です。 

航空写真撮影等事業について、平成２８年度以来、９年ぶりとな

る東三河８市町村全域、約1,720平方キロメートルにおよぶ航空写

真撮影を実施します。 

消費生活相談事業については、消費生活相談員を豊橋と豊川の２

センターに集約し、業務の効率化と相談員のスキルアップを図ると
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ともに、オンライン相談システムを導入し、相談に来られる方の利

便性の確保に努めます。 

 

次に、広域連携事業の推進です。 

東三河の児童生徒が８市町村の公共施設を無料で利用できる「ほ

の国こどもパスポート事業」において、愛知県が実施する「あいち

県民の日」と連携したイベントを開催します。具体的には、直前一

週間の「あいちウィーク」に合わせて家族で気軽に参加できるスタ

ンプラリーを開催し、地域内交流の更なる促進を図ります。 

 

地方創生事業については、新年度から始まる「第３期東三河ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を積極的に推進してまいります。 

新たな取り組みとして、豊川流域の水や森林が担う役割や東三河

のつながりについて住民の理解を促進し、交流の機会を創出する豊

川流域の交流促進事業を実施します。具体的には、上流域と下流域

の住民の皆様をともに対象とする上下流交流ツアー、保育園児が積

み木など東三河産の木の製品とふれあう木育教室、若者による間伐

体験などに取り組みます。 

また、東三河産品プロモーション事業では、多くの人から選ばれ

る東三河となるよう、引き続き事業者によるワークショップや商業

施設等での「ほの国東三河マルシェ」を開催。学生向け地域就業促
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進事業では、東三河の学生を対象に、東三河で働くことを具体的に

考えるきっかけづくりに取り組みます。 

 

介護保険事業においては、第９期介護保険事業計画に基づき、高

齢者が「いつまでも健やかで安心して暮らせる東三河の実現」に向

けて、引き続き広域連合と８市町村が一丸となって取り組んでまい

ります。 

まず、第９期介護保険事業計画の施設整備方針に基づき、地域密

着型サービス事業所整備事業者に対して、施設整備に係る建設費や

開設準備に要する経費を助成します。新年度は、認知症対応型共同

生活介護、いわゆるグループホームを３事業所整備する経費を助成

し、介護サービス事業者の施設の円滑な開設を支援してまいりま

す。 

 

事業計画において重点項目として掲げる家族介護者リフレッシュ

事業では、引き続き、東三河の温泉施設などで利用できるリフレッ

シュ助成券を家族介護者に交付します。更に新年度からは、東三河

産品の自宅配送を選択肢に加え、家族介護者のレスパイトの一助に

していただくとともに在宅介護の継続につなげてまいります。 

同じく、重点項目の中山間地域対策事業では、訪問系サービス事

業者、通所系サービス事業者及び居宅介護支援事業者に対し、運営

支援金を交付し、北部圏域における居宅サービス提供体制の強化を
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図ります。新年度は、燃料費の高騰を考慮し補助単価を引き上げま

す。 

さらに、地域支援事業では、地域包括支援センター職員の増員等

による支援体制の充実、認知症に関する正しい理解の促進、地域の

医療と介護との連携強化など各市町村の実情に合わせた多彩な事業

を実施します。 

 

このほか、市町村税等の滞納整理、パスポートの発給申請の受理

及び交付、障害支援区分認定審査会の運営、社会福祉法人の監査指

導などの事務を着実に進めてまいります。 

 

以上が、新年度における東三河広域連合の事務・事業の主なもの

であります。広域連合の運営にあたっては、８市町村をはじめ国や

県、更には経済界など様々な関係者と連携し、あるいは協力を得な

がら、効果的かつ効率的な事務執行に努めてまいります。 

 

これまでご説明申し上げた諸施策を盛り込み、編成いたしました

新年度、令和７年度予算は、 

一般会計は     １１２億６，５９０万円 

介護保険特別会計は ５７３億３，０００万円 

全会計の総額は   ６８５億９，５９０万円でございます。 

 


